
番 

号 
１．１ 

項

目 

南海トラフ、大阪湾断層帯の地震・津波及び上町断層地震に対する大阪市のその後の

取り組み状況を明らかにしてください。 

（回答） 

南海トラフ巨大地震や上町断層帯地震など、本市域へ影響を及ぼすと考えられる地震に

対する調査、研究については、影響範囲が本市にとどまらず広域にわたると考えられるこ

とから、大阪府において行っております。 

南海トラフ巨大地震については「大阪府防災会議 南海トラフ巨大地震災害対策等検討

部会」（平成24年度から25年度）、断層帯地震については「大阪府地震被害想定調査」（平成

19年３月）において調査、検討を行っております。 

また本市では、市設の災害対策施設の耐震化の推進、防潮機能の確保、津波避難ビル等

（一時避難場所）の確保などの対策を進めております。 

津波避難ビルについては、水害時避難ビルを含めこれまでに、本市として、約3,000棟（令

和６年７月５日時点）の施設を確保しています。 

 

担当 危機管理室 危機管理課  電話：06-6208-7384 

 



番 

号 
１．２ 

項

目 

防災に対する職員体制を充実させ、正規職員を増員配置してください。また、防災に

関する女性職員の割合を教えてください。 

（回答） 

 本市におきましては、全ての部署において、防災を含めた様々な市政課題や複雑・多様

化する市民ニーズに対応するよう職員を配置しています。 

 また、防災に関する業務に従事する女性職員の割合について、全市的な取りまとめはし

ていませんが、人事配置においては、様々な市政課題や市民ニーズに対応しながら組織と

して最大限のパフォーマンスが実現できるよう、職員の適性や人材育成等を踏まえた適材

適所の人事配置に努めています。 

 

担当 総務局 人事部 人事課（人事グループ）  電話：06-6208-7431 

 



番 

号 
１．③ 

項

目 

旭区内各災害避難所の簡易テント、段ボールベット、簡易トイレなど避難者に充分行

き渡るよう引き続き努力してください。また各避難所における行政の責任体制を明ら

かにしてください。各避難所へも必ず女性職員を配置してください。 

（回答） 

避難所の簡易テントについては、旭区役所が避難所毎に 40張り配備しています。 

 また、段ボールベッドにつきましては、大阪市と西日本段ボール工業組合との協定によ

り、各避難所に供給されることとなっています。 

なお、簡易トイレについては、環境局が 24区の避難所等に配備しています。 

 大規模災害発生時には、旭区災害対策本部からの指示に基づき各避難所へ３～５名の職

員を派遣し、避難所業務に従事する体制を構築しております。 

 各避難所においては、特定の性別に偏った職員配置とならないよう調整をしております。 

 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 



番 

号 
１．④ 

項

目 

夏場の猛暑対策は、毎年の課題になっています。災害避難所の観点からも、小学校の

講堂にも早急にエアコンを設置してください。 

（回答） 

【危機管理室】 

 大阪市では、令和２年度から大阪市立中学校の体育館への空調機の設置工事に着手して

おり、旭区では令和３年度に全４校への設置を完了しています。 

これは、猛暑時の大規模災害においては、避難が長期化した場合における高齢者等の要

配慮者の二次被害を防止するセーフティネットの観点から避難所生活の環境確保を図るた

め、そして、平時での教育現場における熱中症対策という観点においても効果的であるこ

とから、設置したものです。 

 なお、本年１月の能登半島地震を踏まえ、避難所となる小学校の体育館への空調機整備

に向けた取り組みを、現在教育委員会において実施しているところです。 

 

【旭区役所】 

旭区内の 19避難所中、令和２年 10月末日現在で空調設備が設置されている避難所は、

支援学校など２か所にとどまっていましたが、大阪市危機管理室の事業として、令和３年

度までに災害時避難所となる市内全中学校の体育館に空調機を設置することとなってお

り、旭区内４中学校全ての体育館に設置されております。なお、小学校の講堂については、

現在設置に向けて調査を開始しているところです。 

 今後、暑さが厳しい夏期の避難の際には、必要に応じて空調設備のある普通教室や多目

的室等を使用するなど柔軟な対応を行ってまいります。 

担当 
危機管理室 危機管理課  電話：06-6208-7378 

旭区役所 防災安全課   電話：06-6957-9007 

 



番 

号 
１．⑤ 

項

目 

避難所におけるプライバシー保護や感染症対策の強化を求めます。高齢者や女性、性

的マイノリティの方の安心安全に配慮してください。簡易テント、授乳室や男女別更

衣室・トイレを設置してください。また女性専用トイレの数を増やしてください。ま

た、避難所の運営委員会の女性の割合を教えてください。 

（回答） 

大阪市では、「避難所開設・運営ガイドライン」において、災害時避難所での女性更衣室、

授乳室や多目的トイレの設置など、高齢者や女性、性的マイノリティの方の視点を取り入

れた避難所運営について記載することで、地域での訓練や実際の避難所運営に取り入れて

いただけるよう周知を図っているところです。 

また、避難所の運営は、地域住民による「避難所運営委員会（自主防災組織）」が担うこ

とになっておりますが、必要な備品の整備等、区役所としても高齢者や女性、性的マイノ

リティの方の安全・安心に配慮した避難所運営に向け、各地域自主防災組織や学校その他

関係先と連携し、進めてまいります。 

現時点で、各避難所運営委員会の女性の割合は把握しておりませんが、発災時に組織さ

れる避難所の運営委員会について、特定の性別に偏った人員配置とならないよう、地域に

呼びかけております。 

なお、男女別のトイレの個数等についても検討を重ねてまいります。 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 



番 

号 
１．⑥ 

項

目 

障がい者や病気の方等、特別な配慮が必要な方の避難場所、福祉避難所について、そ

の後の進捗状況を教えてください。 

（回答） 

大阪市では、「福祉避難所・緊急入所施設設置・運営マニュアル」において、災害時避難

所での高齢者、障がい者、妊産婦、乳幼児、病弱者等で入院の必要や施設に入所するほど

ではないが、災害時避難所では生活に支障をきたす人たちのために、何らかの特別な配慮

がされている避難所のことを「福祉避難所」と位置づけております。 

旭区では、福祉避難所として、区内施設11施設と協定を締結しています。直接の避難で

はなく、一時避難場所等で安否確認を行った後、災害時避難所に避難していただいてから

の移動になります。 

今後、詳細について福祉避難所施設と調整し、決めてまいります。 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 



番 

号 
１．⑦ 

項

目 

旭区における水害対策の取り組み状況及び水害避難場所の拡充について、その進捗状

況を教えてください。 

（回答） 

旭区では、区内の小中学校、市営住宅、民間の施設（計４１ヶ所）を水害時避難ビルに

指定しております。 

 民間の施設について、水害時避難ビルの指定にご協力頂ける施設を増やすべく、施設へ

の説明、交渉を継続しております。 

 また、地域で開催される防災講座において、水害について説明する時間を設けているほ

か、水害時ハザードマップを旭区役所防災安全課の窓口で配布する等、情報発信を行って

おります。 

 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 



番 

号 
１．⑧ 

項

目 

旭区内の防災スピーカーの設置場所及び機能の更新状況を教えてください。またスピ

ーカー以外の方法による情報発信についても検討してください。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

防災スピーカの更新状況についてですが、平成27 年度から平成28年度にかけて市内の防

災スピーカ121（旭区内２局）局の増設を図り、合計565※（旭区内18局）局設置し、その

後令和元年度から令和２年度にかけて、防災スピーカ444局（旭区内16局）の更新工事を行

い、高出力アンプ及び高性能スピーカを導入しました。また、導入後には、放送内容をよ

り聞き取りやすくするために、通常の会話より遅い速度での放送や、文節を区切って時間

を空ける放送をするなどの工夫も実施しております。なお、防災スピーカの設置場所につ

いては、マップナビおおさか（下記リンク先）で確認することができます。 

（https://www.mapnavi.city.osaka.lg.jp/osakacity/Portal） 

また、スピーカ以外の情報発信については、上記の令和元年度の更新工事の際に、併せ

て災害情報一斉配信システムを導入し、防災スピーカで放送するのと同時に、携帯電話・

スマートフォンへの緊急速報メールや、大阪市防災アプリ、大阪市ライン公式アカウント、

大阪市危機管理室ツイッター、おおさか防災ネット防災情報メール、Yahoo！防災速報アプ

リ、災害多言語支援センターホームページ、ケーブルテレビの字幕放送や防災情報サービ

ス、通信機能付きガス警報器へ配信を行っており、引き続き情報伝達手段の多様化に努め

てまいります。 

なお、防災スピーカの音声が聞き取れなかった場合には防災行政無線テレホンサービス

（06-6210-3899）で放送した音声を聞くことができるようにもしています。（通話料がかか

ります。） 

 

※令和６年９月６日にうめきた２期地区の先行まちびらきに伴い、公園箇所（北区）に

１局追加し、現在大阪市全体で合計566局の運用となっております。また、今年度中に

うめきた２期地区にもう１局さらに追加予定であります。 

 

担当 危機管理室 危機管理課  電話：06-6208-9793 

 

https://www.mapnavi.city.osaka.lg.jp/osakacity/Portal


番 

号 
１．⑨ 

項

目 

災害避難所や区民センターでも Wi-Fi 機能が使えるよう早急に取り組んでください。

またその後の進捗状況を教えてください。 

（回答） 

 区民センターにつきましては、コミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向

上及び福祉の増進を図るとともに、市民の集会その他各種行事の場を提供することにより

市民相互の交流を促進し、もって連帯感あふれるまちづくりの推進に寄与することを目的

とする会館で、指定管理者制度を導入し運営している施設でございます。 

 区民センターにつきましては皆様により便利に貸室をご利用いただけるよう、令和６年

10月から貸室利用者へのモバイル Wi-Fi ルーターの無料貸出を開始します。 

（下線部について回答） 

担当 旭区役所 地域課  電話：06-6957-9734 



番 

号 
１．⑨ 

項

目 

災害避難所や区民センターでも Wi-Fi 機能が使えるよう早急に取り組んでください。

またその後の進捗状況を教えてください。 

（回答） 

大規模な災害が発生した場合には、携帯電話等各種事業者のご協力により、市内の各災

害時避難所へ無料でご利用いただけるWi-Fi機器が設置される予定となっております。 

 また大阪市としても、発災時に避難所となる市立小中学校に設置されているWi-Fi設備を

避難者が利用できるようにするため、現在関係部署と調整を進めています。 

（下線部について回答） 

 

担当 危機管理室 危機管理課  電話：06-6208-9851 

 



番 

号 
１．⑩ 

項

目 

旭区内における現時点での避難所数及び収容可能人員を明らかにしてください。また、

民間活用の進捗状況を教えてください。 

（回答） 

旭区内の避難所数及び受入可能人数は次のとおりです。 

１ 清水小学校 1,583人 

２ 新森小路小学校 1,019人 

３ 古市小学校 716人 

４ 太子橋小学校 480人 

５ 大宮小学校 490人 

６ 大宮西小学校 935人 

７ 生江小学校 1,374人 

８ 城北小学校 1,532人 

９ 高殿小学校 880人 

10 高殿南小学校 1,044人 

11 旭東中学校 1,519人 

12 今市中学校 1,003人 

13 大宮中学校 2,873人 

14 旭陽中学校 2,206人 

15 旭高等学校 1,568人 

16 淀川工科高等学校 223人 

17 大阪工業大学 2,000人 

18 思斉支援学校 308人 

19 光陽支援学校 213人 

 

災害時避難所において、民間施設としては大阪工業大学（学校法人常翔学園）にご協力

いただいております。 

今後も引き続き民間施設の活用について検討を進めてまいります。 

担当 旭区役所 防災安全課  電話：06-6957-9007 

 



番 

号 
２．１ 

項

目 
大阪市を住みにくいまちにするカジノ誘致は中止してください。 

（回答） 

ＩＲは、ホテル、ＭＩＣＥ施設、レストラン、エンターテイメント施設、カジノ施設な

ど、多くの集客施設を民間事業者が一体的に整備・運営する複合型の施設であり、民間事

業者の活力と創意工夫を最大限に活かす民設民営の事業です。 

大阪・夢洲でのＩＲ立地は、世界中から新たに人、モノ、投資を呼び込むものであり、

持続的な民間投資による経済波及効果や雇用創出効果に加え、幅広い産業分野の活性化な

ど、大阪の経済成長に大きく貢献するものです。 

また、カジノ収益の社会還元として、納付金等の収入を、ギャンブル等依存症対策など

の懸念事項対策をはじめ、子育てや教育、福祉、観光振興、地域経済振興など、住民福祉

の増進や大阪の成長に向けて広く活用することにより、府民・市民の暮らしの充実やさら

なる都市魅力・国際競争力の向上を図っていきたいと考えています。 

今後も引き続き、世界最高水準の成長型ＩＲの実現に向けて取り組んでいきます。 

 

担当 ＩＲ推進局 推進課 計画グループ  電話：06-6210-9234 

 



番 

号 
２．２ 

項

目 

大阪・関西万博会場予定地でガス爆発が発生しています。また災害時の避難計画も不

十分で参加者の安全が確保できません。夢洲での万博開催は直ちに中止してください。 

（回答） 

博覧会協会は、万博会場の建設現場において発生した火災事故等を踏まえ、メタンガス

等の濃度、検出箇所、由来などを検証し、有識者に意見を伺ったうえで、メタンガス等に

関する会期中の安全対策を取りまとめたところです。取りまとめた会期中の安全対策につ

いては、引き続き、継続的なメタンガス等の測定調査を行うとともに、有識者からご意見

をいただき、必要に応じて見直しを行っていくこととしております。 

また、博覧会協会は、2024 年９月に万博会期中に発生する災害から来場者等の安全を確

保するため、災害想定ごとの対策等を記載した「防災実施計画」を策定しました。防災実

施計画では、大規模地震が発生した際の対応、会場内外での一時滞在施設の確保、ヘリコ

プターや船舶等による緊急搬送、備蓄計画等について取りまとめられております。 

【参考】 

2025 年日本国際博覧会(大阪・関西万博）における防災実施計画の策定等について | EXPO 

2025 大阪・関西万博公式 Web サイト 

引き続き、本市としても、博覧会協会をはじめ関係機関と連携して、来場者の安全に万

全の体制で臨んでいきます。 

 

 

担当 
万博推進局 整備調整部 整備調整課  電話：06-6690-7751 

危機管理室 危機管理課        電話：06-6208-7386 

 

https://www.expo2025.or.jp/news/news-20240902-01/
https://www.expo2025.or.jp/news/news-20240902-01/


番 

号 
２．３ 

項

目 
保健所は再度各区に１か所設置してください。 

（回答） 

本市では、平成12年度から１保健所24保健センターの地域保健体制のもと、本市の公衆

衛生の維持向上に取り組んでまいりました。 

各区保健福祉センターにおいては、各種健康相談をはじめとする生活習慣病予防や子育

て支援など市民ニーズに沿った保健事業の強化や、生活環境相談や生活環境学習会の開催

など、住民に身近な保健サービスの充実に努めているところです。 

市全域を所管する保健所では、情報部門や調査研究部門の強化を図るとともに、環境や

食品衛生にかかる監視指導の実施や病院・診療所などに対する医療指導、新型コロナウイ

ルスなどの新たな感染症に対する健康危機管理体制の強化など、広域的・専門的な保健衛

生の拠点施設としての機能強化を図っています。 

今後も各区保健福祉センターと保健所の役割分担と相互連携のもと、本市公衆衛生施策

の充実に努めてまいります。 

 

担当 健康局 健康推進部 健康施策課  電話：06-6208-9951 

 



番 

号 
２．４ 

項

目 
大阪市の公衆衛生研究所として、環境科学研究所の機能を元に戻してください。 

（回答） 

平成29年４月、大阪市立環境科学研究所の衛生部門と大阪府立公衆衛生研究所が統合し、

地方独立行政法人大阪健康安全基盤研究所が発足しました。令和５年１月には分散する二

つの施設を一元化し、最新の試験検査機器等の整備や人材の集積による検査能力の強化、

研究の高度化など、ハード・ソフト両面での機能強化を図ってきたところです。 

 本研究所は大阪府市の地方衛生研究所として、公衆衛生に係る調査研究、試験検査、研

修指導及び公衆衛生情報の収集、解析、提供等の業務を通じて、健康危機事象に積極的に

対応してまいりました。また、行政機関等へ科学的かつ技術的な支援を行い、住民の健康

増進及び生活の安全確保に取り組んでおります。 

今後も、西日本の中核的な地方衛生研究所として、健康危機に関わる情報収集と発信機

能の強化を図るとともに、疫学調査への支援や助言を積極的に行い、疫学解析研究の推進

及び試験検査に係る信頼性の確保に取り組んでまいります。 

 

担当 健康局 総務部 総務課 大阪健康安全基盤研究所支援担当 電話：06-6208-7367 

 



番 

号 
２．５ 

項

目 

コロナなど急激な感染拡大が起こった際にも迅速に対応できるよう、大阪市として常

設の公的検査センター、発熱外来センターを市内に複数設置してください。 

（回答） 

令和４年12月に、改正法が公布された「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律」により、平時から新興感染症への備えを進めるとともに、有事には感染フェ

ーズに応じて機動的に対応できるよう、国が策定する「感染症の予防の総合的な推進を図

るための基本的な指針」及び都道府県が策定する予防計画の記載事項を充実させるほか、

保健所設置市においても予防計画の策定が義務付けられました。本市でもこの義務化に応

じ、令和６年３月に「大阪市感染症予防計画」を策定し、検査体制及び人材養成、保健所

の体制整備等の数値目標を設定するなど、感染症危機等への対応可能な保健所体制等を構

築することで、感染症の発生の予防及びまん延の防止に向けて取り組んでまいります。 

 

担当 健康局 大阪市保健所 感染症対策課  電話：06-6647-0797 

 



番 

号 
２．⑦ 

項

目 

地下鉄（大阪メトロ）「千林大宮」駅の２号出入口側エレベーター設置について、区と

してもまちづくりの一環として早期実現に努力してください。 

（回答） 

千林大宮駅の２号出入口付近におきましては、大阪市高速電気軌道株式会社（Osaka 

Metro）によりますと、令和８年３月を予定終期として、エレベーターの設置工事が進めら

れています。 

旭区役所といたしましても、誰もが住み慣れた地域で、安心して暮らすことのできるま

ちづくりをめざしており、引き続き進捗状況等に注視してまいります。 

 

担当 旭区役所 企画課  電話：06-6957-9683 

 



番 

号 
２．⑧ 

項

目 
旭区は今後も「あさひあったかバス」を継続運行してください。 

（回答） 

 旭区におきましては、交通局（当時）による赤バス廃止に伴い、平成25年度は旧赤バス

の旭ループを継承した「あさひあったかバス」を当区役所による委託事業として運行して

おりましたが、平成26年度以降は民間バス事業者が事業を継承して運行しております。 

 当区役所といたしましては、「大阪市旭区バス運行経費補助金交付要綱」を定め、当該事

業者に対して、運行経費の一部を補助することで、事業の継続を支援しているところであ

り、引き続き、誰もが自分らしく、安心してともに暮らせるまちの実現をめざしてまいり

ます。 

 

担当 旭区役所 企画課  電話：06-6957-9683 

 



番 

号 
２．⑨ 

項

目 

旭区内の各種公園にあるトイレを子どもや女性が安心して利用できるよう清掃管理を

強め、建て替えも含め検討してください。なお、城北公園のトイレのリニューアル工

事についてそのスケジュールを明らかにしてください。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

公園のトイレは、来園者が公園を快適に利用するための便益施設でありますが、一方で、

屋外にあり、無人管理で、不特定多数の方が常時自由にご利用できるという特性をもった

施設です。そのため、自然現象等による汚損や、いたずら等により施設が破損されるケー

スも発生しておりますので、定期的な清掃に加え、不具合等の発生状況に応じて修繕を行

っております。 

また、公園のトイレの建替えについては、耐用年数(鉄筋コンクリート造では概ね50年)

を勘案しつつ、利用状況や施設の劣化状況を精査した上で、効率的・効果的に進めていく

必要があります。旭区内のトイレにおいては、おおよそ築30年程度であり、継続して利用

が可能な状況ですので現時点で公園のトイレの建替えを行う予定はございませんのでご理

解いただきますようお願いいたします。 

 なお、城北公園の城北公園通りのバス停に面するトイレにつきましては、築40年ですが、

多くの方にご利用いただいていることに加え、同年度に整備したトイレと比べると、便器

等の損耗が激しく、排水不良が発生している状況です。そのため、美装化と洋式化とを合

わせた改修を計画しており、今年度設計を行い、来年度以降に工事を行う予定です。 

 

担当 建設局 公園緑化部 公園課  電話：06-6615-6769 

 



番 

号 
２．⑩ 

項

目 

旭区内の各種公園の植栽を豊かにし、地域の皆さんが楽しめる遊具やベンチを充実さ

せてください。また、公園内の遊具、時計などの補修・取り換えなどについては、そ

の期限等を明示してください。また、理由なく公園の植栽や街路樹を伐採しないでく

ださい。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

公園の遊具やベンチ等の各施設につきましては、公園の利用状況や地域ニーズ等を踏ま

えたうえで、利用者が安全にご利用いただくための設置スペースの確保や、効率的かつ効

果的な維持管理等について検討した上で種類や規模を選定し、設置を行っております。今

後、公園のリニューアルの機会や老朽化に伴う施設更新の際には、上記検討を行いながら、

地域特性を踏まえた施設の設置や更新を進めてまいります。 

また、各公園の遊具や時計の補修につきましては、本市では年２回の定期点検や日常点

検を実施し、安全性の確認を行っており、定期点検等で危険であると判断された遊具や故

障している時計については、直ちに利用禁止処置及び故障している旨の明示を行っており

ます。禁止処置等を行ったこれらの施設につきましては、順次修繕をしておりますが、一

度に多くの修繕箇所が集中した場合や、交換部品の製造に時間がかかる場合には、修繕ま

で時間を要することがあり、対応する箇所や状況等によって修繕にかかる時間が異なりま

すが、可能な限り期限を掲示する等の対応してまいりますので、ご理解いただきますよう

お願いいたします。 

また本市では、昭和39年の緑化百年宣言以降、公園や道路の整備に合わせ、限られた空

間を最大限活用して、積極的に植樹を進めるとともに、その維持保全に取り組んできまし

た。しかし、長い年月をかけて生長した多くの樹木が大木化・老木化した結果、樹勢が衰

え、強風等による倒木リスクが顕在化するとともに街路樹では通行障害や見通しの阻害、

公園樹では民有地への越境など、樹木の一部が市民生活に影響を与える状況となり、安全

対策事業として、短期集中的に撤去・更新を進めてきました。なお、旭区内におきまして

は、昨年度をもって事業は完了しております。 

今後も、日常の維持管理において道路通行や公園利用の安全確保に支障をきたす恐れの

ある状況が確認された街路樹・公園樹について、撤去・更新を行う場合もあります。 

引き続き、市民の皆様に、安全・安心して道路や公園を利用いただけるよう維持管理に

取り組んでまいりますので、ご理解ご協力をよろしくお願いいたします。 

担当 
建設局 公園緑化部 公園課  電話：06-6615-6769 

建設局 公園緑化部 緑化課  電話：06-6615-6891 



番 

号 
２．⑪ 

項

目 

学校や区役所等の公的施設のトイレは順次洋式に変えてください。また、生理用品、

便座クリーナー、男女共に大きなサニタリーBOX の設置を求めます。 

（回答） 

旭区役所が所管する公共施設は不特定多数の方が利用する施設であり、トイレについて

は洋式便器を望まれる方がいらっしゃる一方、和式便器を望まれる方もいらっしゃること

から、現在は洋式便器と和式便器の両方を設置しております。 

施設の構造上、トイレの改修には配管を含めた大規模な改修が必要となりますが、老朽

化による建替えや大規模修繕時にトイレの改修を行う際は、和式便器から洋式便器への改

修や設置数の見直しを含め、様々なニーズに対応した整備を行ってまいります。 

また、サニタリーＢＯＸについては、女子トイレ及び多目的トイレに設置しております。 

その他の要望につきましても、高齢者、障がい者、妊産婦、トランスジェンダー等のすべ

ての人が快適に利用できる環境づくりに努めてまいります。 

（下線部について回答） 

 

担当 旭区役所 総務課  電話：06-6957-9625 



番 

号 
２．⑪ 

項

目 

学校や区役所等の公的施設のトイレは順次洋式に変えてください。また、生理用品、

便座クリーナー、男女共に大きなサニタリーBOX の設置を求めます。 

（回答） 

これまでの学校のトイレは、不特定多数の方が利用する便器に肌が直接触れる洋式便器

を避ける傾向があったことから、和式便器を中心に整備してまいりました。しかし、生活

様式や市民意識の変化に伴い、和式便器は使いづらいという声が高くなってきていること

から、現在は全て洋式便器にて整備を行っております。 

具体的には、校舎の建替えや大規模改修によるトイレのリニューアル時に洋式便器にて

トイレを整備することはもとより、建替えや大規模改修に至らない校舎のトイレにつきま

しても、和式便器から洋式便器へ取り替える改修を順次進めております。 

（下線部について回答） 

担当 教育委員会事務局 総務部 施設整備課  電話：06-6208-9091 

 



番 

号 
２．⑪ 

項

目 

学校や区役所等の公的施設のトイレは順次洋式に変えてください。また、生理用品、

便座クリーナー、男女共に大きなサニタリーBOX の設置を求めます。 

（回答） 

大阪市立学校においては、児童生徒が必要な時に保健室にて生理用品を対面及び非対面

で受け取ることができ、安全安心に学校生活を送ることができるよう、全小中学校及び義

務教育学校の保健室や職員室のほか、女子トイレ（個室含む）など、各校の実情にあった

提供場所に常備するよう、生理用品にかかる環境整備に取り組んでおります。 

（下線部について回答） 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当  電話：06-6208-9141 



番 

号 
２．⑫ 

項

目 

道路の白線が薄くなっているところは塗り替えてください。特に通園・通学路や子供

施設の周辺には、交通標識、道路標識、ガードレール等を整備してください。 

（回答） 

【建設局】 

 本市では市民のみなさまが道路を安全・安心に通行していただけますよう、令和６年度

末までに幹線道路の劣化している区画線を、令和８年度末までに生活道路の消えている区

画線の補修完了をめざして、取り組みを進めております。 

 なお、横断歩道などの交通の規制及び指示に関するものは、道路標示といい、公安委員

会が所管しておりますので、情報共有を行うなど、連携して引き続き取り組んでまいりま

す。 

また、市民のみなさまの安全な通行を確保し、日常生活や都市活動を安全で快適に行え

るように道路の交通安全対策に取り組んでおり、保育所等の施設周辺の交通安全対策につ

いては、施設関係者からの相談や要望に際して、大阪市関係局や大阪府警本部と連携しな

がら取り組んでまいります。 

 なお、通学路（小学校）の安全対策につきましては、令和２年６月に策定（令和５年６

月一部改訂）された「大阪市通学路安全プログラム」に基づいて、学校関係者や大阪府警

本部、大阪市関係局（教育委員会、建設局、危機管理室、計画調整局）と連携しながら、

各区で実施される「合同点検」や「合同点検会議」に参加し、道路管理者にて必要と判断

した箇所において横断防止柵の設置、ガードレールの設置、通学路標識の設置などの交通

安全対策を実施しています。 

 

【旭区役所】 

幼稚園・保育園・小中高校の学校付近を含め、道路の白線や交通標識整備・道路標示、

ガードレールについては、それらの設置管理を所管する旭警察署や道路管理者との連絡を

密にして、必要な対応を区役所から要請しております。 

 

担当 

建設局 道路河川部 道路課（交通安全施策担当）  電話：06-6615-6862 

建設局 道路河川部 道路課（道路維持担当）    電話：06-6615-6801 

旭区役所 防災安全課               電話：06-6957-9915 

 



番 

号 
２．⑬ 

項

目 

ありんこ保育園、ありんこ第 2保育園前の道路にキッズゾーン、またはそれに代わる

処置を検討してください。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

令和元年５月に大津市において、散歩中の園児らが死傷した交通事故を受け、国からの

通知により、未就学児の移動経路における緊急安全点検を実施し、対策が必要な箇所には

交通管理者および道路管理者による対策が講じられる等、安全・安心な子育て環境の整備

の取組を進めています。 

キッズ・ゾーンについては、保育所等の周囲半径500メートルを原則として設定するとさ

れておりますが、本市には相当数の保育施設が存在するため、本市内の多くの範囲がキッ

ズ・ゾーンとなることから、形骸化し効果が期待できないものと思われます。 

よって、本市においては、未就学児の移動経路において、対策が必要な危険箇所がある

場合は交通管理者および道路管理者による対策の取組を進めています。 

 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6361-0752 

 



番 

号 
２．⑭ 

項

目 

夏の熱中症対策として、区内にある公的施設内の「クーリングシェルター」に椅子や

給水スポットを設置してください。また、区内に公的施設以外の「クーリングシェル

ター」への協力を進めてください。 

（回答） 

旭区役所では、休憩や水分補給をしていただけるスペース「涼ん処（すずんどこ）」を設

置しております。なお、休憩場所の提供は通年実施しております。 

旭区民センターでは、受付前に一時休憩スペースを設けております。また、同フロアに

は自動販売機コーナーを設けております。 

（下線部について回答） 

担当 
旭区役所 総務課  電話：06-6957-9625 

旭区役所 地域課  電話：06-6957-9734 



番 

号 
２．⑭ 

項

目 

夏の熱中症対策として、区内にある公的施設内の「クーリングシェルター」に椅子

や給水スポットを設置してください。また、区内に公的施設以外の「クーリングシ

ェルター」への協力を進めてください。 

（回答） 

本年４月に施行された改正気候変動適応法では、新たに「過去に例のない危険な暑さ」

への対策として、国が重大な健康被害が発生するおそれのある場合に発表する「熱中症特

別警戒情報」が創設され、市町村長に対しては、冷房設備を有する等の要件を満たす施設

を指定暑熱避難施設「クーリングシェルター」に指定することなどが求められています。 

本市では、７月11日より「熱中症特別警戒アラート」発表期間中に暑さをしのぐための

施設「クーリングシェルター」として、市有170施設と民間49施設の合計219施設を指定し、

運用を開始しました。その後もクーリングシェルターの指定を受けていただける民間施設

を募集し、10月４日現在、新たに民間19施設にご協力いただけることになりました。なお、

旭区においては民間２施設を指定しており、引き続き、民間施設に対して幅広く協力を要

請していきます。 

（下線部について回答） 

 

担当 環境局 環境施策部 環境施策課  電話：06-6630-3467 

 



番 

号 
２．⑯ 

項

目 

区役所業務を充実させるため正規職員を増やしてください。現在の旭区役所内の正規

職員、非正規職員、民間委託者の人数を明らかにしてください。 

（回答） 

本市では、令和６年３月に策定した「新・市政改革プラン」のもと、スリムで効果的な

業務執行体制の構築に努めておりますが、技能労務職員以外については、本市重点施策の

推進に係る増員や臨時的増員等、市長が特に必要と認める場合には、職員数を増員し、対

応しています。 

技能労務職員については、「民でできることは民で」という考えのもと、将来にわたって

必要最低限となる職員数を適宜精査し、委託化、効率化を図りながら、削減を進めていま

すが、災害時対応など公の責任を果たすという観点から、将来にわたって直営が必要とな

る部門において、職員の高齢化や技術の継承等の課題を踏まえ、令和５年度より採用を再

開し、現在も継続しています。 

また、一定の期間内に終了することが見込まれる業務や、特定の学識・経験を要し常時

勤務を必要としない業務、臨時の業務等については、任期付職員や会計年度任用職員、臨

時的任用職員等の活用を図っています。 

（下線部について回答） 

 

担当 総務局 人事部 人事課（人事グループ）  電話：06-6208-7431 

 



番 

号 
２．⑯ 

項

目 

区役所業務を充実させるため正規職員を増やしてください。現在の旭区役所内の正規

職員、非正規職員、民間委託者の人数を明らかにしてください。 

（回答） 

令和６年10月１日現在、旭区役所に在籍する職員は254名で、その内訳は次のとおりです。 

・本務職員 166名 

・再任用職員 11名 

・任期付職員 ２名 

・臨時的任用職員 ５名 

・会計年度任用職員 58名 

・民間委託者 12名 

正規社員・非正規社員の明確な定義はございませんが、任用期間の定めがあるという点

で見ると、本務職員（65.4％）、その他職員（29.9％）そして民間委託者（4.7％）で分け

られます。 

（下線部分について回答） 

 

担当 旭区役所 総務課  電話：06-6957-9625 

 



番 

号 
２．⑰ 

項

目 

区民の声を区政に反映させるため、区政会議の公募委員を増やしてください。現在の

区政会議及び公募委員の男女比を教えてください。また公募委員の採用審査基準を明

らかにしてください。 

（回答） 

 旭区区政会議は、委員の意見の多様さを確保するため、また、限られた会議時間の中で

も委員による意見交換等を十分に行うことができるよう、区政会議の運営の基本となる事

項に関する条例第４条第２項及び区政会議の委員の定数の基準及び会議録等の公表等に関

する規則（以下「規則」という。）第３条第１項に基づき、旭区区政会議運営要綱（以下「要

綱」という。）第３条第２項において委員の定数を30名と定めています。 

また、多様なご意見を反映するとともに会議運営の客観性・透明性を確保するため、規

則第３条第２項に基づいた要綱第３条第３項により、４名の方を公募委員として委託して

います。 

今後とも条例・規則の趣旨を踏まえ、委員のバランスを考慮し、区民の皆さまの多様な

意見が適切に反映されるよう努めてまいります。 

次に、区政会議委員の構成につきましては、令和６年10月１日現在、全体で男性20名、

女性９名及び欠員１名となっており、公募委員に限ると男性１名、女性３名となっていま

す。 

公募委員の選考につきましては、旭区区政会議公募委員選考会設置要綱に基づき、旭区

区政会議公募委員選考会を設置し、申込み時に提出された応募者の応募動機及び「旭区運

営方針」に定めた目標に対する意見や考え方について、各選考委員が評価項目ごとに評定

し、得点合計の上位の者から選考することとしています。 

 

担当 旭区役所 企画課  電話：06-6957-9683 

 



番 

号 
３．１ 

項

目 
危険性のある万博会場に、学校行事として子ども達を連れて行かないでください。 

（回答） 

２０２５年日本国際博覧会への児童・生徒招待事業につきましては、大阪の児童・生徒

が、未来社会の革新的な技術やサービスを直接体験することによって、将来に向けた夢と

希望を感じることができるようにするとともに、未来の大阪の持続的な発展の担い手の育

成に繋げることを事業目的として、大阪府教育庁より、大阪府内各市町村の教育委員会に

対して、学校単位での無料招待の実施を検討するように連絡を受けているところです。 

本市教育委員会といたしましては、連絡の内容を踏まえて、市立の全小中学校及び義務

教育学校の児童生徒の２０２５年日本国際博覧会への安全な参加について、大阪府教育庁

と連携しながら、検討を行ってまいります。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当  電話：06-6208-9186 

 



番 

号 
３．２ 

項

目 

一人ひとりの子どもに行き届いた教育を実施するため、大阪市独自で３０人学級の少

人数学級を進めてください。 

（回答） 

 公立小学校、中学校及び義務教育学校の学級編制は、「公立義務教育諸学校の学級編制及

び教職員定数の標準に関する法律」及び「同施行令」に基づいて、通常学級について、小

学校及び義務教育学校前期課程は１学級35人、中学校及び義務教育学校後期課程は１学級

40人を標準として、小学校及び義務教育学校前期課程については令和７年度までに段階的

に改めていくこととされています。 

学級編制の標準の引き下げは、国の責任においてその財源措置と共に実施されるべきと

考えており、本市としても指定都市教育委員会協議会を通じて、国に対して要望を行って

おります。 

 

担当 教育委員会事務局 総務部 学事課  電話：06-6208-9114 

 



番 

号 
３．３ 

項

目 
小学校の統廃合は実施しないでください。 

（回答） 

大阪市では、有識者で構成する「大阪市学校適正配置審議会」からの答申をふまえ、子

どもたちが将来、社会生活を営むうえで必要な社会性や困難に立ち向かう力を獲得して成

長していくために、学校は一定の集団規模であることが必要なことから、学校配置の適正

化に取り組んでいます。 

今後、さらなる少子化が見込まれるなか、将来を見据え、持続的に良好な教育環境を提

供していくため、学校配置の適正化に関係する方々が、児童の教育環境の改善を第一に、

適正配置の着手の基準や進め方について、ルールを共有して取組を進める必要があること

から、令和２年４月に大阪市立学校活性化条例を改正施行し、あわせて大阪市立小学校の

適正規模の確保に関する規則を制定しました。 

令和２年４月に施行した条例の内容については、小学校を適正規模である 12学級から 24

学級にするよう努めること、また、適正規模を下回り、今後も適正規模になる見込みがな

い小学校について、学校再編整備計画を策定・公表すること、その計画には再編の実施時

期、実施後の小学校の所在地やその他、教育委員会規則で定める事項を記載することとし、

その計画等について、保護者等の意見を聴かなければならないことを義務付けています。

また、計画の変更についても規定しています。 

学校配置の適正化の検討につきましては、ニアイズベターの考え方の下に、区担当教育

次長である区長のリーダーシップの下、学校再編整備計画を策定、公表のうえ、保護者・

地域の皆さまからご意見を聴くこととしており、教育委員会としましては区役所と連携

し、児童の良好な教育環境の確保及び教育活動の充実に努めてまいります。 

担当 
教育委員会事務局 総務部 学事課  電話：06-6208-9111 

旭区役所 企画課          電話：06-6957-9683 

 



番 

号 
３．４ 

項

目 

競争主義のテスト漬け教育は学力向上に役立っていません。全国学力・学習状況調査、

大阪府中学生チャレンジテスト、大阪市中学校３年生統一テスト、大阪市小学校学力

経年調査等を中止してください。 

（回答） 

「全国学力・学習状況調査」については、義務教育の機会均等とその水準の維持向上の

観点から、全国的な児童生徒の学力や学習状況を把握・分析し、教育施策の成果と課題を

検証し、その改善を図る、学校における児童生徒への教育指導の充実や学習状況の改善等

に役立てる、そのような取組を通じて、教育に関する継続的な検証改善サイクルを確立す

るために実施しております。 

「中学生チャレンジテスト」については、大阪府教育委員会が、府内における生徒の学

力を把握・分析することにより、大阪の課題の改善に向けた教育施策及び教育の成果と課

題を検証し、その改善を図るために実施しております。加えて、調査結果を活用して大阪

府公立高等学校入学者選抜における評定の公平性の担保に資する資料を作成し、市町村教

育委員会及び学校に提供しております。 

さらに、学校が、生徒の学力を把握し、生徒への教育指導の改善を図り、生徒一人一人

が自らの学習到達状況を正しく理解することにより、自らの学力に目標を持ち、その向上

への意欲を高めることも目的としております。 

本市教育委員会といたしましては、今後も大阪府教育庁と連携し、生徒の適切な評価を

行うため、実施してまいります。 

なお、大阪市中学校３年生統一テストは令和３年度より実施しておりません。 

「大阪市小学校学力経年調査」については、児童及び保護者が、自身及び子どもの学習

理解度及び学習状況等を知り、目標を持って主体的に学習に取り組めるようにする、各学

年について統一した問題を実施することにより、児童一人一人の学習理解度及び学習状況

等を客観的・経年的に把握・分析し、学校における授業改善や児童一人一人に応じたきめ

細かな指導の充実等を図り、組織的かつ継続的な学力向上施策の検証改善サイクルを確立

する、幼小中高における学びの連続性を確保する観点から義務教育段階で身に付けておか

なければならない力を確実に定着できるようにする、児童の学習理解度及び学習状況等を

把握し、各校の課題や教員の指導力に応じた支援の充実を図るために実施しております。 

本市教育委員会といたしましては、小学校の早い段階から児童一人一人の学習状況を把

握し、客観的エビデンスに基づく継続した指導を行うため、これらの施策等が必要である

と考えております。 

担当 教育委員会事務局 指導部 初等・中学校教育担当  電話：06-6208-9186 



番 

号 
３．５ 

項

目 
中学校給食は親子方式でなく、自校直営方式で実施してください。 

（回答） 

本市の学校給食につきましては、給食調理設備を有する学校で調理した給食を他の学校に

搬送する親子方式と自校調理方式を合わせた「学校調理方式」により提供しており、学校給

食の水準を確保しつつ、200校の小学校・中学校・小中一貫校において、民間事業者への委

託により実施しております。 

委託校にあっても、給食実施は直営と同様に安全衛生面に十分に配慮された本市の給食調

理・衛生管理マニュアル等に基づいて行われており、学校行事への協力や、生徒への声かけ

なども行われ、これまでと変わらない学校教育の一環としての学校給食を提供しておりま

す。 

今後も引き続き、適切な業務管理に留意しつつ、本市の担うべき責任を遂行しながら、「安

全・安心でおいしい給食」の提供が効果的・効率的に実施できるように進めてまいります。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当  電話：06-6208-9143 

 



番 

号 
３．６ 

項

目 
万博優先でなく、小学校の講堂・体育館にエアコンを早急に取り付けてください。 

（回答） 

小学校の体育館のエアコンについては、令和６年６月に「小学校体育館空調設備整備Ｐ

ＦＩ（※）事業支援業務委託」を契約しており、大阪市立の全小学校体育館へのエアコン

設置に向けた事業を行うにあたって必要となる事業費、整備期間等を決めていく業務を進

めています。 

 

（※）ＰＦＩとは、公共事業を実施するための手法の一つです。 

民間の資金と経営能力・技術力（ノウハウ）を活用し、公共施設等の設計・建設・改修・

更新や維持管理・運営を行う公共事業の手法です。 

 

担当 教育委員会事務局 総務部 施設整備課  電話：06-6208-9063 

 



番 

号 
３．⑦ 

項

目 
旭区内の小・中学校におけるトイレ洋式化進捗状況を教えてください。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

令和５年度末現在、旭区の小・中学校のトイレ洋式化率は６２. ７％となっております。 

 

担当 教育委員会事務局 総務部 施設整備課  電話：06-6208-9091 

 



番 

号 
３．⑧ 

項

目 
旭区内の小・中学校の女子トイレに生理用品を無償で配布してください。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

大阪市立学校においては、児童生徒が必要な時に保健室にて生理用品を対面及び非対面

で受け取ることができ、安全安心に学校生活を送ることができるよう、全小中学校及び義

務教育学校の保健室や職員室のほか、女子トイレ（個室含む）など、各校の実情にあった

提供場所に常備するよう、生理用品にかかる環境整備に取り組んでおります。 

 

担当 教育委員会事務局 指導部 保健体育担当  電話：06-6208-9141 

 



番 

号 
３．９ 

項

目 
幼稚園の３年保育を実施してください。 

（回答） 

３歳児保育につきましては、令和４年度に３園の保育研究園で定員15名として実施し、

令和５年度には定員20名としてさらに３園で追加実施しました。２ヵ年の研究により、３

歳児定員については20名とし、その後年々拡充を図り、現在は市立認定こども園の２園を

含む32園で３歳児保育を実施しております。今後とも子育て家庭のニーズを踏まえながら

検討してまいりたいと考えております。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課 幼稚園運営企画担当 電話：06-6208-8165 

 



番 

号 
３．10 

項

目 
０歳児から２歳児の保育料無料化を進めてください。 

（回答） 

保育料は、国が定める基準を上限として市町村が定めることとなっており、各世帯の所

得に応じた額をご負担いただくことが基本となっています。本市は、独自の財源を投入す

ることにより、国基準の保育料から軽減を行うなど、子育て世帯への経済的負担の軽減に

努めているところでございます。 

さらに、０～２歳児の保育料無償化に向けた取組として、令和６年９月から、多子軽減

の所得制限撤廃と第２子の保育料無償化の実施を開始いたしました。 

保護者の負担軽減については今後も取り組んでまいります。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8106 

 



番 

号 
３．11 

項

目 

保育所における子どもの安全確保と職員の待遇改善の観点から保育士の配置基準を０

歳児２：１、1歳児４：１、２歳児５：１、３歳児１０：１、４～５歳児１５：１に改

善知してください。 

（回答） 

保育士の配置基準については、国の「児童福祉施設の設備及び運営に関する基準」をも

とに、「大阪市児童福祉施設の設備及び運営に関する基準を定める条例」を定めており、保

育所や地域型保育事業等の保育士等配置基準は国基準に適合したものとなっています。 

保育の質の確保という点において、保育士の配置基準は重要であると考えておりますが、

保育士の配置基準の改善は全国的な課題であるとともに、継続的に実施する必要もありま

すので、国において推進されるべきものと考えております。 

令和６年度より３～５歳の配置基準が改善されたところですが、さらなる配置基準の改

善がなされるよう他都市と連携を図り、国に対して引き続き要望してまいります。 

なお、１歳児については、国の配置基準が６：１であるところ、大阪市独自事業として

予算化を行い、５：１の配置基準を充足していると確認できる場合において、通常の運営

費に上乗せして必要な経費を給付しております。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8018 

 



番 

号 
３．12 

項

目 

すべての保育所に園の持ち出しなしで、正規職員で看護師を配置できるよう市として

財政措置をとってください。 

（回答） 

看護師配置については、従来から本市独自事業として０歳児９人以上在籍する保育施設

を対象とした看護師等雇用費助成事業を実施してきましたが、一部の地域において０歳児

の入所数の減少により０歳児９人以上在籍という要件を満たせなくなり、経営上、看護師

等の雇用継続を断念する施設の増加が懸念されることから、事業を再構築し、令和４年度

から、民間の保育所・認定こども園の全施設を対象に、看護師等の配置に必要な人件費を

支援する「保育所等の事故防止の取組強化事業（看護師等配置）」を行っております。 

また、国において推進されるべきものと考えており、公定価格において、看護師配置の

加算制度が創設されるよう国に対して要望しております。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8352 

 



番 

号 
３．13 

項

目 
保育所向けに物価高騰に対する予算措置をとってください。 

（回答） 

令和５年度においては、「令和５年度新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

及び物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、各施設に対して負担増加に対

する支援を実施したところですが、令和６年度においては交付金の継続も含め、財政支援

の実施の有無が示されていない状況です。 

そんな中、令和６年度公定価格においては前年度から＋3.3％の改定となりましたが、長

期化する物価高騰が各施設に与える影響を的確に把握し、国の動きを注視し、本来公定価

格において物価高騰分を含めた単価設定をすべきものであるため、適切な単価改定につい

て、国へ要望してまいります。 

 

担当 こども青少年局 幼保施策部 幼保企画課  電話：06-6208-8281 

 



番 

号 
３．⑭ 

項

目 

放課後児童クラブ（学童保育）について募集案内チラシを学校を通じて配布できるよ

う便宜を払ってください。 

（回答） 

【本件につきましては、他所属の所管であり、次のとおり回答を受けております。】 

 

放課後児童クラブと児童いきいき放課後事業の実施場所や連絡先をまとめたパンフレッ

トを作成し、各区へ配布するほか、各小学校への情報提供を行うとともに、事業を所管し

ているこども青少年局において、市民からの問い合わせや相談などに応じ、「くらしの便利

帳」に放課後児童クラブの事業概要を掲載しております。 

 また、本市ホームページにおいて、放課後児童クラブの実施場所や連絡先を掲載したう

え、令和６年３月から、希望する放課後児童クラブについて、実施場所をクリックすると

放課後児童クラブのホームページへ移行できるよう、リンクの貼り付けを行うなど周知を

図っております。 

 

担当 こども青少年局 企画部 青少年課 放課後事業グループ  電話：06-6684-9559 

 



番 

号 
３．15 

項

目 
子どもの医療費助成制度の自己負担を撤廃し、完全無料としてください。 

（回答） 

大阪市のこども医療費助成制度は、大阪府の補助金交付要綱のもと実施しており、対象

者の方が医療機関を受診した際、保険診療が適用された医療費の自己負担の一部を助成し

ています。 

一部自己負担額の撤廃につきましては、給付の仕組みそのものに関わり、困難であると

ともに、本市では、従前から大阪府市長会を通じて、国に対しまして、国の制度として福

祉医療費助成制度を創設されるよう要望を行っています。 

 

担当 こども青少年局 こども家庭課 医療助成グループ  電話：06-6208-7971 

 



番 

号 
３．16 

項

目 
75歳以上の医療費負担軽減のため、老人医療費助成を再構築してください。 

（回答） 

本市の福祉医療費助成制度は大阪府の補助制度のもと実施しており、老人医療費助成制

度は制度の持続可能性の確保や受益と負担の適正性の観点から見直しが図られたところで

す。 

なお、本市では従前から大阪府市長会を通じて国に対しまして、国の制度として福祉医

療費助成制度を創設されるよう要望を行っています。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（医療助成グループ）  電話：06-6208-7971 

 



番 

号 
３．17 

項

目 

全国的な広がりを見せている全ての世代の難聴者を対象とした補聴器購入助成制度を

大阪市でも創設してください。 

（回答） 

本市では、身体障がい者手帳の交付対象とならない18歳未満の軽度・中等度の難聴児を

対象として「大阪市難聴児補聴器給付事業」により難聴児の言語訓練及び生活適応訓練の

促進に寄与することを目的として補聴器購入費用・修理費用の全部又は一部を支給してい

ます。 

聴覚障がいの身体障がい者手帳の交付を受けた方及び難病患者等で身体障がい者手帳を

所持している方と同程度以上の方を対象とし、補装具費で補聴器購入費・修理費用の全部

又は一部を支給しています。補装具費は障害者総合支援法により種目対象者等が定められ

ており、全国一律の基準となっています。 

加齢に伴う難聴等は、コミュニケーションを困難にするなど日常生活に支障をきたす大

きな原因となっており、高齢者が社会的孤立やうつ、認知症、フレイルに陥る危険性を高

めるという研究結果も報告されていることから、本市としましても、補聴器が普及し効果

的に利用されることにより、認知症の発症リスクの軽減やうつ、フレイル予防、ひいては

健康寿命の延伸につながるものと考えております。 

国においては、平成30年度から「補聴器を用いた聴覚障がいの補正による認知機能低下

予防の効果を検証するための研究」が行われており、国に対し大都市民生主管局長会議等

においても要望しているとおり、まずは国が研究結果を早期に取りまとめ、医学的エビデ

ンスを踏まえたうえで、認知症予防の効果が認められる場合には、補聴器購入に係る全国

一律の公的補助制度を創設すべきものであると考えており、引き続き、国に対して公的助

成制度の創設について強く要望してまいります。 

 

担当 
福祉局 障がい者施策部 障がい支援課          電話：06-6208-8076 

福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（地域包括ケア G）電話：06-6208-9995 

 



番 

号 
３．18 

項

目 

生活保護基準は、2013年 7月以前の基準に戻し、住宅扶助基準と冬季加算も元に戻す

よう国に働きかけてください。また夏季加算新設を国に要望してください。 

（回答） 

生活保護法による保護の基準等については、国により定められることとなっており、地

方自治体に裁量の余地はありません。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保護課  電話：06-6208-8012 

 



番 

号 
３．20 

項

目 
無料低額診療について利用案内の幅を広げてください。 

（回答） 

「無料低額診療事業」は、社会福祉法に基づく第二種社会福祉事業として、生計困難者

のために無料又は低額で診療を行う事業であり、本市内では15箇所の病院、34箇所の診療

所にて本事業が実施されています。（令和６年10月１日現在） 

 当該事業の周知については、大阪市ホームページのほか、市民の皆さんのくらしに役立

つ情報をまとめた生活ガイドブック「大阪市くらしの便利帳」に当該事業の概要に関する

記事を掲載しています。 

 

担当 福祉局 総務部 総務課（法人監理グループ）  電話：06-6241-6540 

 



番 

号 
３．21 

項

目 
大阪市の国保料を協会けんぽ並みに下げてください。 

（回答） 

国民健康保険の事業運営は、保険料と国庫支出金等で賄う仕組みとなっており、事業を

安定して運営していくためには、保険給付費等の伸びに応じて、被保険者の方にも応分の

負担をお願いすることになります。 

平成30年度の国民健康保険の都道府県単位化に伴い、大阪府においては、「大阪府国民健

康保険運営方針」に基づき、府内市町村の保険料は、被保険者間の負担の公平性の観点か

ら、府内のどこにお住まいでも「同じ所得・同じ世帯構成」であれば「同じ保険料額」と

することとしており、本市としても、令和６年度に府内統一保険料率とする府の方針に沿

った対応を行ってきたところです。 

令和６年度以降は、前述の府の方針に基づき、これまで行ってきた市独自の保険料抑制

策を講じることができなくなりますが、大阪府において、府内統一保険料率の抑制・平準

化を図るため、市町村において保険料の抑制等に使われてきた財源を大阪府に集約し、有

効に活用するなどによる、財政調整事業の取組を実施しており、大阪府と本市を含めた代

表市町村等で構成する「広域化調整会議」等において、引き続き検討を進めてまいります。 

また、高齢化の進展による保険料負担の急増や中間所得者層の保険料負担の緩和、今後

の医療費の増嵩などに耐え得る財政基盤の強化を図るため、更なる財政支援の拡充を求め

るとともに、医療保険制度間の保険料負担の公平化を図り、長期的に安定した制度となる

よう、国民健康保険の都道府県単位化にとどまらず、医療保険制度の一本化などの制度の

抜本的な改革の実施について、引き続き国に要望を行ってまいります。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（管理グループ）  電話：06-6208-7961 

 



番 

号 
３．22 

項

目 

国保料の所得減少減免措置についてその手続きを簡素化し、内容を充実させてくださ

い。 

（回答） 

保険料の全額負担が困難な世帯につきましては、「大阪府国民健康保険運営方針」におけ

る「府内統一基準」に基づき、災害を理由に所得割保険料、平等割保険料及び均等割保険

料を減免する制度のほか、倒産、退職、営業不振等を理由に、所得が前年と比較して３割

以上減少した世帯等に対し、所得割保険料を減免する制度を実施しているところであり、

今後においても、「府内統一基準」に沿った対応を行ってまいります。 

減免制度につきまして、本市におきましては、６月の国民健康保険料決定通知書送付時

に制度案内のビラを同封するとともに本市ホームページにて周知を行っているところです

が、制度周知の手法等につきましては、今後とも大阪府及び他市町村と協議を重ねて、よ

り被保険者にとって分かりやすいものとなるよう努めてまいります。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ）  電話：06-6208-7964 

 



番 

号 
３．23 

項

目 

国民健康保険の短期証と資格証明書の発行や被保険者証発行の保留を直ちにやめてく

ださい。 

（回答） 

本市では、納期限までに保険料を納付していただけない世帯に対して、督促状を送付す

るとともに、電話等による納付の督励を行っています。 

これによっても納付いただけずに滞納状態が改善されない世帯に対して、催告書を送付

して納付を促すとともに、被保険者証の有効期限切れ前に「短期有効期限被保険者証（短

期証）」を交付する旨を文書によりお知らせして接触を図り、その世帯の実情把握に努める

とともに必要に応じて減免制度や分割納付による納付方法をお示しするなど、各種相談を

実施することにより滞納状況が改善するよう努めています。 

短期証の交付後もなお、特別の事情がなく、長期（一年以上）にわたって滞納している

世帯に対しては、国民健康保険法の定めにより、被保険者証の返還を求め、「資格証明書（資

格証）」の交付を行うこととなりますが、その際にも、まず文書等で区役所窓口への来庁勧

奨を繰り返し行い、来庁できない事情のある方についても個々の実情把握に努めるととも

に、弁明の機会を設け、世帯主及び世帯員の疾病や世帯主の事業の休廃止等の「特別の事

情」に該当しないか、慎重に審査を行っています。 

なお、令和６年12月2日以降、保険証の廃止に伴い、短期証と資格証明書は廃止されます。

また、資格証明書の交付に代えて、特別療養費の支給に変更する旨の事前通知を行うこと

となります。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（収納グループ）  電話：06-6208-9872 

 



番 

号 
３．24 

項

目 

国民健康保険証を廃止しマイナンバーカードに一本化すれば皆保険制度が覆されま

す。保険証廃止は中止するよう国に求めてください。 

（回答） 

健康保険証を廃止し、マイナンバーカードによるオンライン資格確認を基本とする規定

等を盛り込んだ「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律等の一部を改正する法律」が、令和５年６月９日に公布されました。 

従来の健康保険証の廃止に伴い、マイナンバーカードと医療保険資格の紐づけをされて

いる方には資格情報のお知らせを、マイナンバーカードで医療保険のオンライン資格確認

を受けることができない方には、引き続き保険診療を受けられるよう資格確認書を、各保

険者がその被保険者に対して交付することとされています。 

これらの制度変更にあたっては、国民や医療機関に混乱が生じないように丁寧な周知を

行うよう、国へ要望してまいります。 

 

担当 福祉局 生活福祉部 保険年金課（保険グループ）  電話：06-6208-7964 

 



番 

号 
３．25 

項

目 
全国一高い介護保険料を引き下げてください。また減免措置を充実させてください。 

（回答） 

介護保険制度は、高齢者の介護を社会全体で支えるために創設された社会保険制度であ

り、50％の公費負担と50％の保険料負担により制度設計されており、受益と負担の関係か

ら、多くの方がサービス利用されれば保険料も上がる仕組みとなっております。 

本市では一人暮らしの高齢者や低所得者が多く、また、全国と比べると認定率が高く、

介護サービスを受けられる方が多い状況となっており、介護サービスに係る費用も大きく

なっております。令和６年度から令和８年度までの第９期の介護保険料につきましては、

こうした状況に加え、介護保険料に直結する国の介護報酬の改定等の影響により、基準と

なる月額保険料を9,249円と設定させていただいたところです。 

なお、低所得者の保険料軽減として、平成27年度からは、国による「公費投入による低

所得者保険料軽減」の実施により、本市においても、低所得者の保険料軽減として保険料

段階が第１段階・第２段階の方へ新たに公費による保険料軽減を行っており、令和元年度

からはさらに軽減幅を拡大し、第１段階から第４段階の方を対象として実施しております。 

また、本市では、保険料段階が第１段階から第４段階で、世帯全員が市町村民税非課税

で生活に困窮しておられる方に、第４段階の保険料の２分の１に相当する額まで軽減する

制度を設け、実施しております。 

 

担当 
福祉局 高齢者施策部 介護保険課（管理グループ）   電話：06-6208-8028 

福祉局 高齢者施策部 介護保険課（保険給付グループ） 電話：06-6208-8059 

 



番 

号 
３．26 

項

目 
大阪市として介護予防策を充実させてください。 

（回答） 

本市では、高齢者ができる限り介護が必要な状態にならずに、いつまでも地域で暮らし

続けていくためには、介護予防の取組が重要であると考えており、第９期大阪市高齢者保

健福祉計画・介護保険事業計画においても、「介護予防・健康づくりの充実・推進」を重点

的な課題の一つとして位置づけ、取組を推進していくこととしています。 

現在の取組としては、高齢者が徒歩で通える身近な場所で「いきいき百歳体操」等の介

護予防に効果のある住民主体の体操・運動等の通いの場に参加できるよう、「いきいき百歳

体操」で使用するおもりやＤＶＤ等の物品の貸出や、リハビリテーション専門職等を派遣

して体操・運動等の技術的な支援を行うなど、通いの場の立ち上げや継続のための支援を

行っています。 

また、高齢者が介護保険施設や保育所などで活動をすると換金できるポイントが貯まる

「介護予防ポイント事業」を実施しており、介護予防効果の高い週１回程度の定期的な活

動につながるよう、令和６年度から、ポイントの年間換金上限額を８千円から１万円へと

引き上げたところです。 

引き続き、より多くの高齢者の方に介護予防活動に参加していただけるよう取り組んで

まいります。 

 

担当 福祉局 高齢者施策部 地域包括ケア推進課（認知症施策 G） 電話：06-6208-9957 

 



番 

号 
４．１ 

項

目 

自衛隊員募集のための名簿提供は中止し、市民の名簿を本人の同意なしに提供しない

でください。 

（回答） 

防衛大臣が行う自衛官等募集事務は、自衛隊法第29条第１項及び第35条の規定に基づく

ものであり、また、自衛隊法施行令第120条において、「防衛大臣は、自衛官又は自衛官候

補生の募集に関し必要があると認めるときは、都道府県知事又は市町村長に対し、必要な

報告又は資料の提出を求めることができる。」と規定されているところです。 

このため、自衛隊への住民基本情報の提供については、個人情報の保護に関する法律（以

下、個人情報保護法）第69 条第１項の「法令に基づく場合」に該当するものと解され、自

衛隊法及び自衛隊法施行令の規定の趣旨に基づき、本市の保有個人情報である住民基本台

帳記載事項のうち、氏名、生年月日、性別及び住所について、防衛大臣に提供を行ってお

ります。 

本市から提供した上記の情報については、個人情報保護法において、行政機関における

その保有・利用等について適切な取扱いを行うことが規定されており、加えて、本市と自

衛隊の間で、目的外利用等の禁止や利用後の廃棄措置等を詳細に定めた覚書を交わし、よ

り一層確実な個人情報保護を図っています。 

自衛隊への個人情報の提供を望まない方については、申出いただくことにより、提供す

る情報から除外する措置を行っております。除外申出の方法や期限等につきましては、本

市ホームページやSNS、各区役所窓口等でのチラシや除外申出書の配架、庁舎内のポスター

掲示、各区広報紙への記事掲載等により案内しております。多くの市民に除外の申し出に

関する情報が行き届くよう引き続き広報周知に取り組んでまいります。 

 

担当 市民局 総務部 住民情報担当  電話：06-4305-7345 

 



番 

号 
４．② 

項

目 

区民が楽しく集う「旭区民まつり」に自衛隊が参加するのは場違いです。「区民まつり」

への自衛隊の参加は中止してください。 

（回答） 

自衛官等の募集事務は、自衛隊法第97条第１項で「都道府県知事及び市町村長は、政令

で定めるところにより、自衛官及び自衛官候補生の募集に関する事務の一部を行う」と規

定されており、本市においては、区長委任規則により区長に委任され、各区役所が実施し

ているところです。 

その事務の一助として、昨年度の区民まつりには申出を受けて自衛隊が参加しましたが、

今年度の区民まつり開催にあたっては申出がなかったため、自衛隊は参加しておりません。 

 

担当 旭区役所 地域課  電話：06-6957-9734 

 



番 

号 
４．③ 

項

目 

平和の大切さと原爆の恐ろしさを共有するため、旭区主催で「原爆展」を開催してく

ださい。 

（回答） 

旭区役所では、各種の取組を行うことで、区民・市民への様々な啓発を行っております。

各種啓発につきましては、様々な課題が多くありますが、社会的状況等を鑑みながら、限

られた予算の中で事業を進めております。今後とも事業検討を行い、適切な啓発を進めて

まいります。 

 

担当 旭区役所 地域課  電話：06-6957-9734 

 



番 

号 
４．⑤ 

項

目 

区民センターの利用については、区主催の行事以外は区民に対して公平に行ってくだ

さい。また利用料を引き下げてください。 

（回答） 

区民センターにつきましては、コミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向上

及び福祉の増進を図るとともに、市民の集会その他各種行事の場を提供することにより市

民相互の交流を促進し、もって連帯感あふれるまちづくりの推進に寄与することを目的と

する会館となっております。 

 区民センターの使用許可の申請につきましては、大阪市区役所附設会館条例施行規則第

２条第２項により、使用期日の６月前の日から受理するものとされております。 

 ただし、市長が特別の事由があると認めるときは、同日前においても受理することがあ

るとしており、旭区民センターでは、次の①～④の使用について、使用期日の９月前を限

度として優先して使用申請を受けることができるものとしております。 

 ①大阪市や区民センターの指定管理者が主催又は共催する事業を行うための使用等であ

って、旭区におけるコミュニティ活動の振興並びに地域における文化の向上及び福祉の増

進に直接寄与するものと認められるもの 

 ②公職選挙法に基づき、旭区選挙管理委員会が投開票又は選挙会を執行するための使用 

 ③行政機関及びこれに準ずる機関が旭区民を対象とした事業を行うための使用 

 ④子どもの教育環境の充実に直接寄与すると認められるもの 

 なお、①及び④につきましては、大阪市立旭区民センター使用許可及び使用期間等にか

かる取扱要綱において、優先して使用申請を受けることができる団体名等を定めておりま

す。 

（下線部について回答） 

 

担当 旭区役所 地域課  電話：06-6957-9734 

 



番 

号 
４．⑤ 

項

目 

区民センターの利用については、区主催の行事以外は区民に対して公平に行ってくだ

さい。また利用料を引き下げてください。 

（回答） 

旭区民センターをはじめとする各区役所附設会館につきましては、大阪市区役所附設会

館条例及び大阪市区役所附設会館条例施行規則において、より多くの方々に利用いただけ

るよう、部屋の広さや目的、時間帯に合わせた料金を設定しております。 

 今後ともより多くの方々に利用いただけるよう、利用者へのサービス向上に取り組み、

コミュニティ活動の振興に寄与するための施設としての役割を果たしてまいります。 

（下線部について回答） 

 

担当 市民局 総務部 施設担当  電話：06-6208-7327  

 



番 

号 
４．⑥ 

項

目 

城北市民学習センター跡（現大阪市保育・幼児教育センター）ほか、区内にある公共

施設の使用状況を点検し、空き室のある施設についてはその一部を貸室として区民に

開放する努力をしてください。 

（回答） 

【旭区役所】 

地方自治法におきましては、普通地方公共団体が所有する公有財産について、その用途

又は目的を妨げない限度において貸付け等ができると規定されております。また、同法の

規定に基づき、大阪市におきましては、公有財産を所管する各所属において、未利用財産

に係る貸付け等の公募等により有効活用に努めております。 

 

【こども青少年局】 

大阪市保育・幼児教育センターにつきましては、本市の保育・幼児教育の充実を図るた

めの研修施設であり、研修事業に支障を生じることのないよう、諸室を確保、使用するた

め、利用対象を市内の保育所・幼稚園等の就学前教育・保育施設の教職員及び団体として

おります。 

担当 
旭区役所 総務課             電話：06-6957-9625 

こども青少年局 保育・幼児教育センター  電話：06-6952-0173 

 



番 

号 
４．７ 

項

目 

物価高騰の影響を受けている小規模事業者に対し無利子無担保融資を実施してくださ

い。また、中小業者支援に関する担当部門を各区に設置してください。 

（回答） 

本市では、市内中小企業者の資金調達の円滑化を図るとともに、その振興、発展を支援

するため、中小企業者が必要とする事業資金を大阪信用保証協会の保証を付けて融資する

制度融資を実施しています。 

具体的には、経営環境の変化等により売り上げが減少している市内の小規模企業者を対

象とした「経営支援特別融資」や、設備投資を行うことで経営基盤の強化を図ろうとする

市内中小企業者を対象とした「設備投資応援融資」を実施しており、貸出金利を低く抑え

ることで利用者の負担軽減を図っております。 

 今後についても、市内中小企業の実情やニーズを把握し、関係機関等との連携のもと中

小企業者の資金調達の円滑化に努めてまいります。 

（下線部について回答）  

 

担当 経済戦略局 産業振興部 企業支援課（資金支援担当）  電話：06-6264-9844 

 



番 

号 
４．８ 

項

目 

地域の商店街の営業・運営が困難になっています。商店街への援助金を含めた支援対

策を強化してください。 

（回答） 

商店街支援施策としては、これまで活性化に取り組み成果をあげている市内商店街キー

パーソンや専門家を派遣する「あきない伝道師による商店街強化事業」により、実践的な

取組等の支援を行っております。 

また、商店街が新たな魅力づくりに向けて地域の安全・安心や来街者の利便性向上のた

めに取り組むハード事業（アーケード、街路灯の整備など）にかかる事業費の一部助成を

行っております。 

 

担当 経済戦略局 産業振興部 産業振興課（商業担当）  電話：06-6615-3781 

 



番 

号 
４．９ 

項

目 

関西電力の大株主として原発からの撤退と再エネ中心にするように提言してくださ

い。 

（回答） 

大阪市は、関西電力株式会社の株主として、同社の定時株主総会において、平成24年度

第88回から毎年度、株主提案を行っています。原発については、ひとたび過酷事故が発生

すると広範囲での回復不可能かつ甚大な被害が想定されます。また、使用済燃料の中間貯

蔵施設の候補地が未だ決まらず、最終処分方法も確立されていない中で、現在も増え続け

ている使用済燃料について処理の見通しが立たないまま、原発の稼働や新増設を行い、ツ

ケを将来世代に回すことは、断じて許されることではなく、これらの課題を早急に解決す

べきであると考えており、今年度の株主提案では、万全の安全対策等の見通しが立たない

限り、原発は必要最低限の稼働とし、新増設は行わないことを求めています。 

関西電力株式会社に対しては、原発が抱える課題の早急な解決、そして原発に代わる再

生可能エネルギーの最大限の導入や新技術の開発に積極的に取り組むなど、ゼロカーボン

の実現につながるエネルギー源の導入推進を引き続き求めてまいります。 

 

担当 環境局 環境施策部 環境施策課（エネルギー政策担当）  電話：06-6630-3483 

 


